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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第88期中間期及び第90期中間期は潜在株式

が存在しないため、第88期、第89期中間期及び第89期は中間（当期）純損失が計上されており、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第89期中間期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用してお

ります。 

回次 第88期中 第89期中 第90期中 第88期 第89期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 22,101 21,445 23,295 46,160 47,306 

経常利益（百万円） 909 504 1,249 521 433 

中間純利益又は中間(当

期)純損失(△)（百万

円） 

223 △148 40 △154 △603 

純資産額（百万円） 15,299 15,454 14,299 16,219 14,896 

総資産額（百万円） 75,582 66,151 62,524 66,474 63,617 

１株当たり純資産額

（円） 
214.57 214.06 198.04 225.04 206.37 

１株当たり中間純利益

金額又は１株当たり中

間(当期)純損失金額

(△)（円） 

3.13 △2.06 0.57 △2.15 △8.37 

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益

金額（円） 

－ － － － － 

自己資本比率（％） 20.2 23.3 22.8 24.4 23.4 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 

（百万円） 

1,758 1,637 1,543 1,716 805 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 

（百万円） 

△454 △239 △1,009 12,961 216 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 

（百万円） 

△819 109 △142 △14,357 △996 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 

（百万円） 

3,859 5,207 3,914 3,697 3,535 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]

（人） 

865 

[546] 

786 

[538]

761 

[529]

806 

[501] 

723 

[527]



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第88期中間期及び第90期中間期は潜在株式

が存在しないため、第88期、第89期中間期及び第89期は中間（当期）純損失が計上されており、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第88期中 第89期中 第90期中 第88期 第89期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 14,213 13,694 15,958 28,497 30,362 

経常利益（百万円） 1,025 934 1,154 600 796 

中間純利益又は中間

（当期）純損失(△)

（百万円） 

36 △130 5 △1,691 △939 

資本金（百万円） 10,221 10,221 10,221 10,221 10,221 

発行済株式総数（株） 72,481,912 72,481,912 72,481,912 72,481,912 72,481,912 

純資産額（百万円） 15,935 14,614 13,072 15,367 13,695 

総資産額（百万円） 64,252 52,581 51,440 53,353 53,024 

１株当たり純資産額 

（円） 
221.08 202.78 181.43 213.21 190.05 

１株当たり中間純利益

金額又は１株当たり中

間（当期）純損失金額

(△)（円） 

0.50 △1.81 0.08 △23.46 △13.03 

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益

金額（円） 

－ － － － － 

１株当たり配当額

（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 24.8 27.8 25.4 28.8 25.8 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]

（人） 

328 

[360] 

320 

[368]

353 

[374]

314 

[361] 

316 

[370]



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員員数は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま 

 す。 

    ２．従業員数が前期末に比べ37名増加いたしましたのは、レジャーリゾート事業部における採用及び契約社員か

 らの社員登用によるものであります。 

(3)労働組合の状況 

 常磐パッケージ㈱、㈱ジェイ・アイ・ピー、いわき紙器㈱、常磐プラスチック工業㈱、㈱常磐製作所、常磐港運

㈱の各単位組合は、日本労働組合総連合会傘下にあり、労使関係は円満に推移しております。 

 なお、常磐興産ピーシー㈱の労働組合は、同社の自主廃業（平成20年９月以降を予定）に伴い、平成19年11月30

日付にて解散いたしました。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

観光事業 328〔377〕  

卸売業 13〔 １〕  

製造関連事業 216〔117〕  

建設・土木業 86〔 ２〕  

不動産事業 ５〔 ６〕  

その他の事業 91〔 26〕  

全社（共通） 22〔 －〕  

合計 761〔529〕  

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 353〔374〕  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間の我が国経済は、引続き設備投資は増加基調にあって、企業収益も底堅く、雇用環境は厳しいな

がらも着実に改善しており個人消費は持ち直すなど、景気は回復基調で推移いたしました。 

 このような経済環境のもと、観光事業において本年３月に子供プール『Wai Wai OHANA』（ワイワイ・オハナ）を、

８月にはハワイの街並みを再現した新施設『ALOHA TOWN』（アロハタウン）をそれぞれリニューアルオープンするなど

三世代ファミリーが楽しめるリゾート空間を充実させるとともに、テレビＣＭによる宣伝等首都圏を中心に集客に努め

た結果、映画『フラガール』の効果もありスパリゾートハワイアンズの入場者数は958千人となり上期過去 高を記録

いたしました。 

  また、製造関連事業においては原油価格の高騰を背景とした原材料高の影響等により厳しい状況で推移する一方、卸

売業およびその他の事業につきましては堅調に推移いたしました。 

  なお、建設・土木業の常磐興産ピーシー㈱につきましては、本年３月以降収益改善・構造改善を柱とした抜本的な事

業再建策を講じ、一部営業所の閉鎖・人員削減等のリストラ策や受注確保に全力を挙げて取り組んでまいりましたもの

の、公共事業は依然受注環境が厳しく、落札率も低水準傾向に歯止めがかからないなど今後の収益改善が見込めない状

況となりましたため、いわき工場等の一部事業資産を㈱富士ピー・エスに譲渡し、既存の建設工事を完成した後解散し

て通常清算手続に入ることといたしました。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は、232億95百万円（前年同期比18億50百万円、8.6％増）、営業利益は15億

32百万円（前年同期比７億24百万円、89.6％増）、経常利益は12億49百万円（前年同期比７億44百万円、147.6%増）と

なり、また建設・土木業の一部事業資産譲渡等に伴い発生する特別損失を計上しましたことにより、中間純利益は40百

万円（前年同期は中間純損失１億48百万円）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（観光事業） 

 国内旅行は、上期前半においては、ゴールデンウィーク需要の伸び悩みや統一地方選の影響等により前年並みの傾向

にありましたが、夏休み以降は、ファミリー層を中心とした需要増に伴い上昇基調にて推移いたしました。 

 《スパリゾートハワイアンズ》 

 日帰り部門におきましては、『ワイワイ・オハナ』・『アロハタウン』の新施設オープンと映画『フラガール』の話

題性に加え、首都圏をターゲットとしたテレビＣＭによる広告宣伝活動、営業提携店舗の拡大を図る販促活動等により

商品認知活動に努めてまいりました。 

 この結果、利用者数は、958千人(前年同期比47千人、5.2％増)となり、１人あたりの利用単価は、3,533円(前年同期

比193円、5.8％増)となりました。 

  宿泊部門におきましては、個人旅行が増加し続けるなか、多様化する顧客ニーズに対応するため、周遊・目的型の商

品をさらにお部屋・お料理を自由に選択できる選択型に細分化してご提供するとともに、それら商品をホームページや

自社広告物を通じ定期的に早期情報配信する仕組みを作り上げるなど、積極的な営業展開を図りました。 

 これらにより、ホテルハワイアンズ・ウイルポート並びにクレスト館の合計宿泊者数は、195千人(前年同期比３千

人、1.8％増)、１人あたりの利用単価は、16,264円(前年同期比456円、2.9％増)となりました。 

 《ホテルクレスト札幌・クレストヒルズゴルフ倶楽部・山海館》 

 ホテルクレスト札幌におきましては、直販やインターネット予約等により、集客に注力いたしましたものの、道外か

らの観光客の減少や同業者との競争激化等により、高い客室稼働率(80.6％)を維持いたしましたものの、宿泊者数は28

千人(前年同期比９百人、3.3％減)となりました。 

 クレストヒルズゴルフ倶楽部におきましては、ゴルフプレー人口の低下傾向や地元市場の低価格化の進行など、厳し

い環境のもと、首都圏からの宿泊パックの集客は堅調に推移いたしましたものの、来場者数は、23千人(前年同期比９

百人、3.8％減)となりました。 

 また、山海館の宿泊者数は、４千人(前年同期比６百人、14.0％減)となりました。 

  この結果、当部門の売上高は、75億49百万円(前年同期比４億82百万円、6.8％増)となり、営業利益は、16億58百万

円(前年同期比２億円、13.8％増)となりました。 



（卸売業） 

 石炭部門につきましては、豪州・インドネシア等産炭国の大雨の影響による生産量減少、中国の石炭輸出量減少等に

よる供給不足により石炭価格が上昇し、また、中国向けを主とした資源輸送量の拡大による海上運賃の高騰により、市

況は厳しい状況で推移いたしましたものの、販売単価の上昇に加え、競争力のある積極的な営業提案により販売数量も

増加し、増収となりました。 

 石油部門につきましては、原油価格の上昇及び一般産業の需要減少等と厳しい環境で推移いたしましたものの、主要

電力会社からの受注増により増収となりました。 

 セメント・生コン等の建材につきましては、大型物件の資材受注に注力いたしましたものの、福島県内における工事

量の大幅な減少に伴い、減収となりました。 

 この結果、当部門の売上高は、79億82百万円（前年同期比16億78百万円、26.6％増）、営業利益は、99百万円（前年

同期比39百万円、66.7％増）となりました。 

（製造関連事業） 

  包装部材製造部門におきましては、段ボール生産量は前年並みで推移いたしましたものの、紙袋については漸減傾向

に歯止めがかからず、また原油高騰を背景としたクラフト紙・石化製品の値上げ等、企業収益を大きく圧迫する要因が

多い環境にて推移いたしました。 

 このような状況の中、紙袋の製品価格改定に取り組むとともに、新ＣＡＤ・新試験機を活用し差別化した積極的な提

案活動を展開してまいりました。 

 この結果、段ボールケース並びにハイプルエース製品は、住宅関連業種向けが低迷いたしましたものの、ＩＴ・デジ

タル家電の電子部品向けが堅調に推移し、また紙袋製品につきましては、米袋の受注遅れの影響を受けましたものの、

塩袋の増販により、前年同期並みにて推移いたしました。包装関連商品販売におきましては、設計提案による新規需要

の開拓・増販はありましたものの、前年のスポット物件の減少と、主力取引先のプラスチック成型品の販売単価減額の

影響により大幅に減少いたしました。 

 鉄鋼機械部門におきましては、海外輸出の増加により取引先企業の業績が好調であり、受注が堅調に推移いたしまし

た。特に海運市況の活況を受けた船舶建造が高水準を維持したことにより関連製品の需要が増加し、さらに製鋼原料部

門が海外需要増加の影響を受け、売上高は前年を上回りました。 

  この結果、当部門の売上高は、前年度におけるグループ再編における子会社の減少もあり、43億66百万円（前年同期

比７億72百万円、15.0％減）、営業利益は、２億27百万円（前年同期比26百万円、10.4％減）となりました。 

 （建設・土木業） 

  ＰＣ(プレストレスト・コンクリート)事業部門におきましては、公共投資の削減、公正な入札行為に関する規制・取

締りの強化等による同業者間の競争の激化等極めて厳しい状況下にあります。 

  このような中、事業再建策の達成に向け全力で努力してまいりましたが、公共工事の落札率は依然として極めて低い

状況で推移いたしました。 

  この結果、当部門の売上高は、20億85百万円（前年同期比３億61百万円、21.0％増）、営業損失は、１億63百万円 

（前年同期比５億45百万円減）となりました。 

 （不動産事業） 

  不動産業界におきましては、好調な景気を反映し、地価が上昇に転じた都市圏と下落傾向が変わらない地方圏の二極

化が進む状況にて推移いたしました。 

  このような中、販売の促進・新規契約の獲得に努めましたものの、販売用不動産売却の減少と賃貸売上の減少によ 

り、売上高は、１億59百万円（前年同期比27百万円、14.7％減）、営業利益は、31百万円（前年同期比10百万円、

24.4％減）となりました。 

 （その他の事業） 

  港湾運送部門につきましては、電力用石炭輸送は前年並みを確保いたしましたものの、一般貨物部門が前年より低調

に推移し、さらにセメント部門におきまして公共事業・民間工事の減少の影響を受けたことにより、減収となりまし

た。 

  石油小売部門につきましては、石油製品価格が過去 高を記録する状況の中、拡販に注力した結果、増収となりまし

た。 

  自動車整備部門につきましては、一般整備部門が堅調に推移し、さらに保険部門における長期物件の確保により、増

収となりました。 

  この結果、当部門の売上高は11億52百万円（前年同期比１億28百万円、12.5％増）、営業利益は、17百万円（前年同

期比７百万円、71.１％増）となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、39億14百万円と前中間連結会計期間に

比べ12億92百万円の減少となりました。当社グループにおきましては、更なる財務体質の改善を進めるとともに、基幹事

業であるスパリゾートハワイアンズを中核とする観光事業主体の企業として収益力向上を図ることにより、キャッシュ・

フローの 大化と資産の売却促進による有利子負債の圧縮に努めております。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動の結果得られた資金は、15億43百万円（前中間連結会計期間16億37百万円）と

なりました。これは主に、観光事業におきまして、新施設のリニューアルオープンと映画『フラガール』の話題性に加

え、首都圏を中心としたテレビＣＭによる広告宣伝活動、営業提携店舗の拡大を図る販売促進活動等、様々な新商品の

提供を展開することによりキャッシュ・フローの増大に努める一方で、建設・土木業におきましては、公共投資の削

減、入札行為に関する規制・取締りの強化、業者間競争の激化等、依然として厳しい受注環境の中、落札率も低水準で

推移したこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動の結果使用した資金は、10億９百万円（前中間連結会計期間は２億39百万円の

使用）となりました。これは主に、観光事業の新施設リニューアルオープンに伴う新規設備投資及び設備維持更新等の

固定資産の取得による支出10億54百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動の結果使用した資金は、１億42百万円（前中間連結会計期間は１億９百万円の

獲得）となりました。これは主に有利子負債の圧縮によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．上記以外の事業（「観光事業」「卸売業」「不動産事業」「その他の事業」）につきましては、非製造業の

ため生産実績はありません。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における製造関連事業及び建設・土木業の受注状況を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．上記以外の事業（「観光事業」「卸売業」「不動産事業」「その他の事業」）につきましては、受注生産を

しておりません。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）商品仕入実績 

 当中間連結会計期間における観光事業、製造関連事業及び卸売業における商品の仕入状況を示すと、次のとおり

であります。 

 （注）１．セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．観光事業においては、その他商品の仕入を、卸売業においては石炭・石油類、その他製品の仕入を、製造関

連事業においては、包装用品等商品の仕入を行っております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

製造関連事業（百万円） 3,082 98.1 

建設・土木業（百万円） 81 16.8 

合計（百万円） 3,163 87.3 

区分 受注高（百万円） 前年同期比（％） 
受注残高 
（百万円） 

前年同期比（％） 

製造関連事業 3,694 89.5 247 20.1 

建設・土木業 1,063 98.8 4,033 85.3 

合計 4,758 91.4 4,281 71.8 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

観光事業（百万円） 687 111.3 

卸売業（百万円） 8,665 133.5 

製造関連事業（百万円） 1,045 74.0 

合計（百万円） 10,399 122.0 



(4）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は次のとおりであります。 

３．本表の金額には消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当社は、平成19年９月28日開催の取締役会において、当社の連結子会社である常磐興産ピーシー㈱の一部事業譲渡

等について決議いたしました。 

  常磐興産ピーシー㈱は、建設事業における経営環境の変化などにより、既存の建設工事を完成した後、解散して通

常清算手続に入ることとし、さらに平成19年11月16日開催の同社取締役会において、プレストレスト・コンクリート

製品等の製造を行ういわき工場を、㈱富士ピー・エスに売却することを決議いたしました。 

  なお、発注者や取引先等関係各位に対する債務および今後既存工事のために発生する債務については、当社支援の

下で全額を弁済する等利害関係のある方々には迷惑をかけず社会的責任を果たしたいと考えております。 

  今後の日程につきましては、現段階の見込では、常磐興産ピーシー㈱において、平成20年９月頃までに既存の建設

工事を完成、その後解散手続きを行い通常清算手続きに入ることを予定しております。 

５【研究開発活動】 

   該当事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

観光事業（百万円） 7,549 106.8 

卸売業（百万円） 7,982 126.6 

製造関連事業（百万円）  4,366 85.0 

建設・土木業（百万円） 2,085 121.0 

不動産事業（百万円） 159 85.3 

その他事業（百万円） 1,152 112.5 

合計（百万円） 23,295 108.6 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額 (百万円) 割合（％） 金額 (百万円) 割合（％） 

常磐共同火力㈱ 4,571 21.3 4,504 19.3 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった観光事業における当社スパリゾートハワイアン

ズの商業施設の改修が平成19年７月に完了いたしました。 

 また、建設・土木業における常磐興産ピーシー㈱（連結子会社）のいわき工場の譲渡契約を平成19年11月に締結

し、平成20年１月に引渡予定であります。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）資本準備金の減少は欠損てん補によるものであり、第89回定時株主総会において取崩が承認されました。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 160,000,000 

計 160,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 

(平成19年９月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成19年12月21日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 72,481,912  同左 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 72,481,912  同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年６月28日 － 72,481 － 10,221 △1,119 496 



(5）【大株主の状況】 

（注）上記みずほ信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、310千株であります。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、10,000株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれております。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合 

（％） 

株式会社みずほコーポレート銀

行 
東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 3,539 4.88 

常磐開発株式会社 福島県いわき市常磐湯本町辰ノ口１番地 3,459 4.77 

財団法人常磐奨学会 東京都中央区東日本橋３丁目７番19号 2,670 3.69 

王子製紙株式会社 東京都中央区銀座４丁目７番５号 2,412 3.33 

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２番１号 2,134 2.94 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 2,010 2.77 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 1,878 2.59 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26番１号 1,686 2.33 

太平洋セメント株式会社 東京都中央区明石町８番１号 1,601 2.21 

常磐興産取引先持株会 東京都中央区東日本橋３丁目７番19号 1,249 1.72 

計  － 22,641 31.24 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     428,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  71,533,000 71,533 － 

単元未満株式 普通株式   520,912 － 
一単元（1,000株）

未満の株式 

発行済株式総数 72,481,912 － － 

総株主の議決権 － 71,533 － 



②【自己株式等】 

 （注）上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数１

個）あります。 

    なお、当該株式は①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含めております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

常磐興産株式会社 
福島県いわき市常磐

藤原町蕨平50番地 
428,000  － 428,000 0.59 

計 － 428,000  － 428,000 0.59 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 174 226 239 223 195 191 

低（円） 163 166 208 190 168 170 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     5,227 3,924   3,542 

２．受取手形及び売掛
金 

※５   4,619 4,671   5,815 

３．有価証券 ※２   54 9   9 

４．たな卸資産     1,666 1,432   1,549 

５．その他     1,486 1,564   1,027 

６．貸倒引当金     △20 △12   △19 

流動資産合計     13,035 19.7 11,589 18.5   11,925 18.7

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※1,2         

(1) 建物及び構築物   15,310   15,064 14,977   

(2) 機械装置及び運
搬具 

  1,111   1,071 1,107   

(3) 工具、器具及び
備品 

  367   359 329   

(4) 土地   26,071   25,588 25,392   

(5) 建設仮勘定   8 42,870 － 42,083 31 41,839 

２．無形固定資産     81 55   52 

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※2,4 8,977   7,862 8,819   

(2) 長期貸付金   1,071   1,693 1,073   

(3) その他   1,146   868 906   

(4) 貸倒引当金   △1,076 10,119 △1,686 8,737 △1,065 9,732 

固定資産合計     53,070 80.2 50,877 81.4   51,624 81.2

Ⅲ 繰延資産     44 0.1 58 0.1   67 0.1

資産合計     66,151 100.0 62,524 100.0   63,617 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

※2,5   3,809 3,276   3,912 

２．短期借入金 ※２   14,785 15,486   12,646 

３．一年以内償還予定
の社債 

    1,029 1,102   1,152 

４．未払金     1,146 897   2,008 

５．未払法人税等     73 71   105 

６．賞与引当金     329 314   434 

７．工事損失引当金     98 35   75 

８．事業整理損失引当
金 

    － 996   － 

９．その他 ※４   3,942 3,039   1,924 

流動負債合計     25,213 38.1 25,220 40.3   22,260 35.0

Ⅱ 固定負債           

１．社債     2,365 2,409   2,935 

２．長期借入金 ※２   14,503 12,986   15,391 

３．預り保証金     1,844 1,490   1,627 

４．負ののれん     46 36   41 

５．繰延税金負債     6,254 5,603   5,995 

６．退職給付引当金     137 154   142 

７．役員退職慰労引当
金 

    221 215   217 

８．環境対策引当金     103 103   103 

９．その他     8 5   5 

固定負債合計     25,483 38.5 23,005 36.8   26,459 41.6

負債合計     50,697 76.6 48,225 77.1   48,720 76.6

            

 （純資産の部）           

Ⅰ 株主資本            

１．資本金     10,221 15.5 10,221 16.4   10,221 16.1

２．資本剰余金     1,625 2.5 506 0.8   1,625 2.5

３．利益剰余金     615 0.9 1,139 1.8   △19 △0.0

４．自己株式     △62 △0.1 △65 △0.1   △63 △0.1

株主資本合計      12,399 18.8 11,800 18.9   11,763 18.5

Ⅱ 評価・換算差額等            

１．その他有価証券評
価差額金 

    3,210 4.9 2,472 4.0   3,110 4.9

２．土地再評価差額金     △182 △0.3 △2 △0.0   △2 △0.0

評価・換算差額等合
計  

    3,027 4.6 2,469 4.0   3,108 4.9

Ⅲ 少数株主持分     26 0.0 29 0.0   25 0.0

純資産合計      15,454 23.4 14,299 22.9   14,896 23.4

負債純資産合計     66,151 100.0 62,524 100.0   63,617 100.0

            



②【中間連結損益計算書】 
    前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     21,445 100.0 23,295 100.0   47,306 100.0 

Ⅱ 売上原価     18,201 84.9 19,522 83.8   41,559 87.9

売上総利益     3,243 15.1 3,773 16.2   5,747 12.1

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１         

１．販売費   1,829   1,653 3,381   

２．一般管理費   606 2,435 11.3 587 2,241 9.6 1,266 4,647 9.8

営業利益     808 3.8 1,532 6.6   1,099 2.3

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   0   1 2   

２．受取配当金   57   70 75   

３．負ののれん償却額   5   5 10   

４．持分法による投資
利益 

  67   65 184   

５．その他   25 156 0.7 13 156 0.7 69 341 0.7

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   360   386 743   

２．その他   98 459 2.1 52 439 1.9 264 1,007 2.1

経常利益     504 2.4 1,249 5.4   433 0.9

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※２ 9   10 231   

２．投資有価証券売却
益 

  9   － 24   

３．貸倒引当金戻入益   44   8 43   

４．役員退職慰労引当
金取崩益 

  15 78 0.4 － 19 0.0 31 330 0.7

            

 



    前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産売却損   0   1 1   

２．固定資産除却損 ※３ 31   1 323   

３. 減損損失 ※４ 700   19 1,003   

４．投資有価証券売却
損 

  －   － 0   

５．投資有価証券評価
損 

  5   － 6   

６．持分変動損失   －   － 11   

７. 環境対策引当金繰
入額 

  103   － 103   

８．システム移行関連
費用 

  3   － 57   

９．事業整理損失 ※５ － 844 4.0 1,190 1,212 5.2 － 1,507 3.2

税金等調整前中間
純利益又は税金等
調整前中間（当
期）純損失（△） 

    △261 △1.2 56 0.2   △742 △1.6

法人税、住民税及
び事業税 

  22   23 87   

法人税等調整額   △135 △113 △0.5 △12 11 0.0 △226 △138 △0.3

少数株主利益又は
少数株主損失
（△） 

    0 0.0 4 0.0   △1 △0.0

中間純利益又は中
間（当期）純損失
（△） 

    △148 △0.7 40 0.2   △603 △1.3

            



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月29日開催の定時株主総会において決議された損失処理項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

10,221 1,764 625 △61 12,548 

中間連結会計期間中の変動額          

資本準備金取崩額（注）   △138 138   － 

自己株式処分差益取崩額（注）   △0 0   － 

中間純損失     △148   △148 

自己株式の取得       △1 △1 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ △138 △9 △1 △149 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

10,221 1,625 615 △62 12,399 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

3,853 △182 3,671 27 16,247 

中間連結会計期間中の変動額          

資本準備金取崩額（注）         － 

自己株式処分差益取崩額（注）         － 

中間純損失         △148 

自己株式の取得         △1 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△643   △643 △1 △644 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△643 － △643 △1 △793 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

3,210 △182 3,027 26 15,454 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

10,221 1,625 △19 △63 11,763 

中間連結会計期間中の変動額          

資本準備金取崩額   △1,119 1,119   － 

中間純利益     40   40 

自己株式の取得       △2 △2 

連結子会社減少に伴う減少高      △1   △1 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ △1,119 1,158 △2 36 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

10,221 506 1,139 △65 11,800 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等
合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

3,110 △2 3,108 25 14,896 

中間連結会計期間中の変動額          

資本準備金取崩額         － 

中間純利益         40 

自己株式の取得         △2 

 連結子会社減少に伴う減少高         △1 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△638   △638 4 △634 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△638 － △638 4 △597 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

2,472 △2 2,469 29 14,299 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月29日開催の定時株主総会において決議された損失処理項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

10,221 1,764 625 △61 12,548 

連結会計年度中の変動額          

資本準備金取崩額（注）   △138 138   － 

自己株式処分差益取崩額（注）   △0 0   － 

当期純損失     △603   △603 

自己株式の取得       △1 △1 

連結子会社減少に伴う減少高     △0   △0 

土地再評価差額金取崩額      △180   △180 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ △138 △645 △1 △785 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

10,221 1,625 △19 △63 11,763 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

3,853 △182 3,671 27 16,247 

連結会計年度中の変動額          

資本準備金取崩額（注）         － 

自己株式処分差益取崩額（注）         － 

当期純損失         △603 

自己株式の取得         △1 

連結子会社減少に伴う減少高         △0 

土地再評価差額金取崩額         △180 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△742 180 △562 △2 △565 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△742 180 △562 △2 △1,350 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

3,110 △2 3,108 25 14,896 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

 （自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 

キャッシュ・フロー計算書 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
        

税金等調整前中間純利益

又は税金等調整前中間

（当期）純損失（△） 

  △261 56 △742 

減価償却費   604 651 1,228 

減損損失   700 19 1,003 

負ののれん償却額   △5 △5 △10 

貸倒引当金の減少額   △54 △8 △63 

賞与引当金の減少額   △125 △120 △4 

工事損失引当金の増加

額・減少額（△） 
  96 △40 72 

事業整理損失引当金の増

加額 
  － 996 － 

退職給付引当金の増加

額・減少額（△） 
  △12 11 3 

役員退職慰労引当金の減

少額 
  △36 △1 △30 

環境対策引当金の増加額   103 － 103 

受取利息及び受取配当金   △58 △71 △77 

支払利息   360 386 743 

社債発行費償却   13 9 20 

持分法による投資利益   △67 △65 △184 

固定資産売却益   △9 △10 △231 

固定資産売却除却損   31 3 325 

投資有価証券売却損益   △9 － △23 

投資有価証券評価損   5 － 6 

売上債権の減少額・増加

額（△） 
  1,147 1,143 △876 

たな卸資産の減少額・増

加額（△） 
  △386 117 △324 

 



    

前中間連結会計期間 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

 （自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 

キャッシュ・フロー計算書 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

その他流動資産の増加額   △1,073 △684 △453 

仕入債務の増加額・減少

額（△） 
  △128 △1,602 1,064 

未払消費税等の増加額・

減少額(△) 
  △361 106 △464 

その他流動負債の増加額   1,550 1,125 642 

預り保証金の減少額   △8 △136 △225 

その他   △12 44 60 

小計   2,003 1,925 1,561 

利息及び配当金の受取額   63 77 82 

利息の支払額   △337 △405 △714 

法人税等の支払額   △91 △53 △123 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  1,637 1,543 805 

          

Ⅱ 投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
        

定期預金の払戻による収

入 
  16 9 40 

定期預金の預入による支

出 
  △16 △12 △33 

有価証券の償還による収

入 
  － － 55 

固定資産の取得による支

出 
  △303 △1,054 △567 

固定資産の売却による収

入 
  22 47 630 

投資有価証券の取得によ

る支出 
  △3 △2 △23 

投資有価証券の売却によ

る収入 
  22 － 44 

貸付けによる支出   △9 △3 △18 

貸付金の回収による収入   33 6 40 

その他   － － 50 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  △239 △1,009 216 

 



    

前中間連結会計期間 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

 （自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 

キャッシュ・フロー計算書 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

          

Ⅲ 財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
        

短期借入金純増加額・純

減少額（△） 
  △1,723 3,021 △2,916 

長期借入れによる収入   4,860 800 10,115 

長期借入金の返済による

支出 
  △4,602 △3,386 △9,612 

社債発行による収入   1,365 － 2,584 

社債償還による支出   △627 △576 △1,184 

有価証券の貸付による収

入 
  1,001 － － 

有価証券の返還による支

出 
  △161 － － 

自己株式の取得による支

出 
  △1 △2 △1 

配当金の支払額   △0 △0 △1 

少数株主への株式発行に

よる収入 
  － － 19 

少数株主への配当金の支

払額 
  △0 － △0 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  109 △142 △996 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係

る換算差額 
  2 △9 △3 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増

加額 
  1,510 381 21 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期

首残高 
  3,697 3,535 3,697 

Ⅶ 連結子会社除外に伴う現

金及び現金同等物の減少

額  

  － △1 △183 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中

間期末(期末)残高 
  5,207 3,914 3,535 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社数    13社 

連結子会社名 

㈱ホテルクレスト札幌 

常磐パッケージ㈱ 

いわき紙器㈱ 

㈱ジェイ・アイ・ピー 

常磐プラスチック工業㈱ 

㈱常磐製作所 

㈱常磐エンジニアリング 

常磐興産ピーシー㈱ 

㈱テクノ・クレスト 

常磐メンテック㈱ 

㈱ＪＫリアルエステート 

㈱クレストコーポレーショ

ン 

常磐港運㈱ 

(1)連結子会社数    10社 

連結子会社名 

㈱ホテルクレスト札幌 

常磐パッケージ㈱ 

いわき紙器㈱ 

㈱ジェイ・アイ・ピー 

常磐プラスチック工業㈱ 

㈱常磐製作所 

常磐興産ピーシー㈱ 

㈱テクノ・クレスト 

㈱ＪＫリアルエステート 

常磐港運㈱ 

なお、㈱クレストコーポレ

ーションは休眠会社であり

重要性が乏しくなったた

め、連結の範囲から除外し

ております。 

(1)連結子会社数    11社 

 連結子会社名は「第１ 企業

の概況 ４．関係会社の状況」

に記載しているため省略してお

ります。 

 なお、㈱常磐エンジニアリン

グは株式併合、増減資により持

分が減少したため、また、常磐

メンテック㈱は、平成19年３月

23日に清算結了したため、連結

の範囲から除外しております。 

  (2）非連結子会社    ３社 

非連結子会社名 

㈱ジェイ・ケイ・レスト

ランサービス 

㈱クレストヒルズ 

㈱ジェイ・ケイ・インフ

ォメーション    

(2）非連結子会社    ４社 

非連結子会社名 

㈱ジェイ・ケイ・レスト

ランサービス 

㈱クレストヒルズ 

㈱ジェイ・ケイ・インフ

ォメーション    

㈱クレストコーポレーシ

ョン 

(2）非連結子会社    ３社 

非連結子会社名 

㈱ジェイ・ケイ・レストラ

ンサービス 

㈱クレストヒルズ  

㈱ジェイ・ケイ・インフォ

メーション    

  (3）非連結子会社について連結の

範囲から除いた理由 

 非連結子会社の総資産、売上

高、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためであります。 

(3）   同   左 (3）非連結子会社について連結の

範囲から除いた理由 

 非連結子会社の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は小規模であり連結

財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の非連結子会社数 

０社 

(1)    同   左 (1)    同   左 

  (2) 持分法適用の関連会社数 

２社 

持分法適用会社名 

  常磐湯本温泉㈱ 

  小名浜海陸運送㈱ 

 なお、小名浜海陸運送㈱は、

営業上の取引が増加した結果、

実質的に重要な影響を与えると

判断したため、当中間連結会計

期間より持分法適用の範囲に含

めております。 

(2) 持分法適用の関連会社数 

２社 

持分法適用会社名 

  常磐湯本温泉㈱ 

  小名浜海陸運送㈱ 

(2) 持分法適用の関連会社数 

２社 

持分法適用会社名 

  常磐湯本温泉㈱ 

    小名浜海陸運送㈱ 

 なお、小名浜海陸運送㈱は、

営業上の取引が増加した結果、

実質的に重要な影響を与えると

判断したため、当連結会計年度

より持分法適用の範囲に含めて

おります。 

  (3）持分法を適用していない非連

結子会社３社は、それぞれ中

間純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の

対象から除いても中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法適用

の範囲から除外しておりま

す。 

(3）持分法を適用していない非連

結子会社４社は、それぞれ中

間純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の

対象から除いても中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法適用

の範囲から除外しておりま

す。 

(3) 持分法を適用していない非連

結子会社３社は、それぞれ当

期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の

対象から除いても連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要

性がないため、持分法適用の

範囲から除外しております。 

  (4) 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異

なる会社については、各社の

中間会計期間に係る中間財務

諸表を使用しております。 

(4)     同  左 (4) 持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社

については、各社の事業年度

に係る財務諸表を使用してお

ります。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

  すべての連結子会社の中間期

の末日は、中間連結決算日と一

致しております。 

     同  左  すべての連結子会社の事業年

度の末日は、連結決算日と一致

しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  イ 有価証券 イ 有価証券 イ 有価証券 

   その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は総平均法により算定) 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

        同  左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は総平均法

により算定) 

  時価のないもの 

総平均法による原価法 

時価のないもの 

        同  左 

時価のないもの 

        同  左 

  ロ たな卸資産 

①販売用不動産及び未成工事支

出金 

個別法による原価法 

ロ たな卸資産 

①卸売商品、販売用不動産及び

未成工事支出金 

    同  左 

ロ たな卸資産 

①販売用不動産及び未成工事支

出金 

    同  左 

  ②上記以外のたな卸資産 

主として総平均法による原

価法 

（一部移動平均法による原

価法） 

②上記以外のたな卸資産 

    同  左 

②上記以外のたな卸資産 

    同  左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

  (2)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

イ 有形固定資産 

紙製容器の製造設備及び主

な連結子会社の資産は定率法

（ただし、平成10年４月以降

に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法）を

採用し、スパリゾートハワイ

アンズの施設、プレストレス

ト・コンクリート及びその他

のコンクリート二次製品の製

造設備、ゴルフ事業資産並び

に一部連結子会社の資産は定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。 

建物及び構築物   ９～65年 

機械装置及び運搬具 ４～18年 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

イ 有形固定資産 

紙製容器の製造設備及び主

な連結子会社の資産は定率法

（ただし、平成10年４月以降

に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法）を

採用し、スパリゾートハワイ

アンズの施設、プレストレス

ト・コンクリート及びその他

のコンクリート二次製品の製

造設備、ゴルフ事業資産並び

に一部連結子会社の資産は定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。 

建物及び構築物   ９～65年 

機械装置及び運搬具 ４～18年 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

イ 有形固定資産 

紙製容器の製造設備及び主

な連結子会社の資産は定率法

（ただし、平成10年４月以降

に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法）を

採用し、スパリゾートハワイ

アンズの施設、プレストレス

ト・コンクリート及びその他

のコンクリート二次製品の製

造設備、ゴルフ事業資産並び

に一部連結子会社の資産は定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。 

建物及び構築物   ９～65年 

機械装置及び運搬具 ４～18年 

    （会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当

中間連結会計期間より、平成

19年４月１日以降に取得した

有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しておりま

す。 

なお、この変更による中間

連結会計期間の損益に与える

影響は軽微であります。  

（追加情報） 

法人税法改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した

資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の

５％に到達した連結会計年度

の翌連結会計年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含め

計上しております。 

この結果、従来の方法に比

べ営業利益、経常利益及び税

金等調整前中間純利益がそれ

ぞれ51百万円減少しておりま

す。 

なお、セグメント情報に与

える影響は当該箇所に記載し

ております。 

 

  ロ 無形固定資産 

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間 (５年）に基

づく定額法を採用しておりま

す。 

ロ 無形固定資産 

同   左 

ロ 無形固定資産 

同   左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3)重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(3)重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

同   左 

(3)重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

同   左 

  ロ 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払

に備えるため、支給見込額を

計上しております。 

ロ 賞与引当金 

同    左 

ロ 賞与引当金 

同   左 

  ハ 工事損失引当金 

受注工事の損失に備えるた

め、手持工事のうち損失が発生

すると見込まれ、かつ、当該損

失額を合理的に見積もることが

可能な工事について損失見込額

を計上しております。 

ハ 工事損失引当金 

     同    左 

ハ 工事損失引当金  

 同    左 

   ニ  ────── ニ 事業整理損失引当金  

 事業の整理に伴う損失に備

えるため、損失見込額を計上

しております。    

（追加情報） 

 連結子会社である常磐興産

ピーシー㈱の自主廃業決定に

伴い、今後予定される資産処

分、従業員関連、訴訟等によ

る損失を見積り計上したもの

であります。 

ニ  ────── 

   ホ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。 

 数理計算上の差異はその発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（主とし

て10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

ホ 退職給付引当金 

       同   左 

ニ 退職給付引当金  

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は各連結

会計年度の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定

の年数（主として10年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし

ております。 

  へ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に

備えるため内規に基づく要支

給額を計上しております。 

へ 役員退職慰労引当金 

同   左 

へ 役員退職慰労引当金 

同   左 

  ト 環境対策引当金 

 「ポリ塩化ビフェニル廃棄物

の適正な処理の推進に関する特

別措置法」によって処理するこ

とが義務づけられているＰＣＢ

廃棄物の処理に備えるため、そ

の処理費用見込額を計上してお

ります。 

ト 環境対策引当金 

       同   左 

ト  環境対策引当金 

 同   左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

(4)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

   同   左 

(4)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

  (5)重要な収益の認識基準 

 ＰＣ事業の請負工事の収益認

識基準として、工事完成基準を

採用しておりますが、一定規模

をこえる長期請負工事（工期１

年以上、請負金額１億円以上）

については、工事進行基準を適

用しております。 

(5)重要な収益の認識基準 

  同    左 

(5)重要な収益の認識基準 

  同    左 

  (6)重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(6)重要なリース取引の処理方法 

   同    左 

(6)重要なリース取引の処理方法 

  同    左 

  (7)重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってお

ります。ただし、特例処理の

要件を満たす金利スワップに

ついては、特例処理を採用し

ております。 

(7)重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

   同    左 

(7)重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

  同    左 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

a.ヘッジ手段・・・金利スワ

ップ 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

a.ヘッジ手段・・・同 左 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

a.ヘッジ手段・・・同 左 

  ヘッジ対象・・・変動金利

借入金 

  ヘッジ対象・・・同 左   ヘッジ対象・・・同 左 

  b.ヘッジ手段・・・為替予約 b.ヘッジ手段・・・同 左 b.ヘッジ手段・・・同 左 

  ヘッジ対象・・・外貨建仕

入債務 

  ヘッジ対象・・・同 左  ヘッジ対象・・・同 左 

  ハ ヘッジ方針 

 主に、当社の内規である

「市場リスク管理方針」に基

づき、金利変動リスク及び為

替変動リスクをヘッジしてお

ります。 

ハ ヘッジ方針 

  同    左 

ハ ヘッジ方針 

  同    左 

  ニ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計とヘッジ手段

のキャッシュ・フロー変動の

累計を比較し、その変動額の

比率によって有効性を評価し

ております。ただし、特例処

理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を

省略しております。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

  同    左 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

    同    左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (8)その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。なお控除

対象外消費税等は期間費用とし

ております。 

(8)その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 

同    左 

(8)その他連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 

同    左 

  ロ 連結納税制度の適用 

  連結納税制度を適用しており

ます。 

ロ 連結納税制度の適用 

    同    左 

ロ 連結納税制度の適用 

     同    左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同    左 同    左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準)  

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は、15,427百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は、14,871百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照

表の純資産の部については、連結財務諸表規

則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規則

により作成しております。 

 ──────  ────── （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い） 

 当連結会計年度より「繰延資産の会計処理に

関する当面の取扱い」(実務対応報告第19号 

平成18年8月11日)を適用しております。この

結果、従来の方法によった場合と比べて、経

常利益は15百万円増加し、税金等調整前当期

純損失は15百万円減少しております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

 （中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」として掲記されて

いたものは、当中間連結会計期間から「負ののれん」と表示しており

ます。 

 ─────── 

  

（中間連結損益計算書） 

  前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」として掲記

されていたものは、当中間連結会計期間から「負ののれん償却額」と

表示しております。 

─────── 

   

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」として掲記

されていたものは、当中間連結会計期間から「負ののれん償却額」と

表示しております。 

─────── 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価

償却累計額 
 26,938百万円

※１．有形固定資産の減価

償却累計額 
  26,646百万円

※１．有形固定資産の減価

償却累計額 
26,050百万円

※２．担保に供している資産 

(1) 担保資産 

※２．担保に供している資産 

(1) 担保資産 

※２．担保に供している資産 

(1）担保資産 

建物 10,593百万円 (9,358百万円) 

構築物 3,217 (3,217      ) 

機械装置 46 (46      ) 

土地  20,043 (472      ) 

有価証券  35   

投資有価証券  4,350   

  計  38,285 (13,095      ) 

建物 10,375百万円 (9,353百万円) 

構築物 3,178 (3,178      ) 

土地  19,271   

有価証券  9   

投資有価証券  3,762   

  計  36,597 (12,531      ) 

建物 10,220百万円 (9,209百万円) 

構築物 3,344 (3,344      ) 

土地  19,061   

有価証券  9   

投資有価証券  5,985   

  計  38,622 (12,554      ) 

   担保付債務    担保付債務    担保付債務 

上記のうち（ ）内書は観光施設財団抵当及び

工場財団抵当並びに当該債務を示しておりま

す。 

短期借入金及

び長期借入金 
18,854百万円(13,295百万円) 

買掛金 46   

  計 18,901 (13,295      ) 

上記のうち（ ）内書は観光施設財団抵当並び

に当該債務を示しております。 

短期借入金及

び長期借入金
21,214百万円(16,370百万円) 

買掛金 54   

  計 21,268 (16,370      ) 

上記のうち（ ）内書は観光施設財団抵当並び

に当該債務を示しております。 

短期借入金及

び長期借入金
21,493百万円(15,138百万円) 

買掛金 46   

  計 21,540 (15,138      ) 

(2)短期借入金及び長期借入金1,062百万円

は、未特定物件担保留保条項が付され

ております。 

    

 ３．受取手形割引高 720百万円  ３．受取手形割引高    463百万円  ３．受取手形割引高      559百万円

※４．投資有価証券のうち1,106百万円につき

ましては貸株に供しており、その担保

として受け入れた金額を流動負債の

「その他」に839百万円計上しておりま

す。 

※４．         ─────── ※４．    ─────── 

※５．中間連結会計期間末日の満期手形の会

計処理については、手形交換日をもっ

て決済処理しております。 

 なお、当中間連結会計期間の末日は

金融機関の休日であったため、次の満

期手形が中間連結会計期間末日の残高

に含まれております。 

※５．中間連結会計期間末日の満期手形の会

計処理については、手形交換日をもっ

て決済処理しております。 

 なお、当中間連結会計期間の末日は

金融機関の休日であったため、次の満

期手形が中間連結会計期間末日の残高

に含まれております。 

※５．連結会計年度末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当連結会計

年度の末日は金融機関の休日であった

ため、次の満期手形が連結会計年度末

の残高に含まれております。  

   受取手形  62百万円 

    支払手形 208 

   受取手形    61百万円 

    支払手形  189  

   受取手形    50百万円 

   支払手形  275 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

(1)販売費 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

(1)販売費 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

(1)販売費 

運賃諸掛  207百万円 

給与賃金 396 

賞与引当金繰入額 65 

広告宣伝費 320 

減価償却費 15 

誘客費 314 

運賃諸掛 139百万円 

給与賃金 353 

賞与引当金繰入額 60 

広告宣伝費 372 

減価償却費 17 

誘客費 312 

運賃諸掛 357百万円 

給与賃金 782 

賞与引当金繰入額 89 

広告宣伝費 534 

減価償却費 32 

誘客費 627 

(2)一般管理費 (2)一般管理費 (2)一般管理費 

給与賃金 149 

賞与引当金繰入額 27 

給与賃金 135 

賞与引当金繰入額 24 

給与賃金 299 

賞与引当金繰入額 36 

※２．固定資産売却益の主な内訳は次のとお

りであります。 

※２．固定資産売却益の主な内訳は次のとお

りであります。 

※２．固定資産売却益の主な内訳は次のとお

りであります。 

工具器具備品売却益 5百万円 

土地売却益 4 

土地売却益 8百万円 建物売却益   26百万円 

構築物売却益 20 

工具器具備品売却益 9 

土地売却益 174 

            

※３．固定資産除却損の主な内訳は次のとお

りであります。 

※３．      ────── ※３．固定資産除却損の主な内訳は次のとお

りであります。 

建物除却損     11百万円 

構築物除却損 2 

機械装置除却損 13 

工具器具備品除却損 4 

        建物除却損     187百万円 

構築物除却損 61 

機械装置除却損 36 

工具器具備品除却損 36 

 ※４．減損損失  

 当中間連結会計期間において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損失を

計上しております。 

用途 場所 種類 
減損損失 

(百万円) 

建設・

土木業

におけ

るいわ

き工場

等 

福島県い

わき市 

土地建

物構築

物及び

機械装

置 

559 

賃貸不

動産及

び遊休

資産 

福島県い

わき市、

千葉県市

川市 

土地建

物及び

無形固

定資産 

141 

 ※４．減損損失  

 当中間連結会計期間において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損失を

計上しております。 

用途 場所 種類 
減損損失 

(百万円) 

賃貸不

動産及

び遊休

資産 

福島県い

わき市 
土地 19 

 ※４．減損損失  

 当連結会計年度において、当社グループは

以下の資産グループについて減損損失を計上

しております。 

用途 場所 種類 
減損損失 

(百万円) 

製造関連

事業にお

けるいわ

き工場 

福島県い

わき市 

土地建物

構築物及

び機械装

置 

151 

建設・

土木業

におけ

るいわ

き工場 

福島県い

わき市 

土地建物

構築物及

び機械装

置 

591 

賃貸不

動産及

び遊休

資産  

福島県い

わき市、

千葉県市

川市 

土地建物

及び無形

固定資産 

141 

その他

の事業

におけ

る事業

所 

福島県い

わき市 

土地及

び建物 
118 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社グループは、事業用資産については事

業部門及びエリア別の単位にて、賃貸不動産

及び遊休資産については個々の物件単位でグ

ルーピングを行なっております。建設・土木

業においては、経営環境の悪化により継続し

て営業損失を計上する見込みとなったため、

賃貸不動産及び遊休資産においては、近年の

継続的な地価の下落に伴い、市場価格が帳簿

価額に対して著しく下落したため、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失(700百万円)として特別損失に計上し

ております。その内訳は、建物226百万円、

構築物18百万円、機械装置44百万円、土地

362百万円、無形固定資産48百万円でありま

す。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は、

正味売却価額により測定しており、不動産鑑

定士による不動産鑑定評価額（ただし、重要

性の低い物件は固定資産税評価額を基礎にし

た価額等）により算定しております。 

 当社グループは、事業用資産については事

業部門及びエリア別の単位にて、賃貸不動産

及び遊休資産については個々の物件単位でグ

ルーピングを行なっております。 

 賃貸不動産及び遊休資産においては、近年

の継続的な地価の下落に伴い、市場価格が帳

簿価額に対して著しく下落したため、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失(19百万円)として特別損失に計上し

ております。その内訳は、土地19百万円であ

ります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は、

正味売却価額により測定しており、不動産鑑

定士による不動産鑑定評価額（ただし、重要

性の低い物件は固定資産税評価額を基礎にし

た価額等）により算定しております。 

 当社グループは、事業用資産については事

業部門及びエリア別の単位にて、賃貸不動産

及び遊休資産については個々の物件単位でグ

ルーピングを行なっております。 

 製造関連事業においては、製造設備が事業

の用に供しなくなったため、建設・土木業に

おいては、経営環境の悪化により継続して営

業損失を計上する見込みとなったため、賃貸

不動産及び遊休資産においては、近年の継続

的な地価の下落に伴い、市場価格が帳簿価額

に対して著しく下落したため、その他の事業

においては、事業所の集約により、事業の用

に供しなくなったため、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（1,003百万円）として特別損失に計上して

おります。その内訳は、建物373百万円、構

築物27百万円、機械装置等52百万円、土地

500百万円、無形固定資産48百万円でありま

す。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は、

正味売却価額により測定しており、不動産鑑

定士による不動産鑑定評価額（ただし、重要

性の低い物件は固定資産税評価額を基礎にし

た価額等）により算定しております。 

  

※５．     ────── ※５．事業整理損失には、下記の金額が含ま

れております。       

事業整理損失引当金

繰入額 
996百万円 

※５．     ────── 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）  

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）  

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）  

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 72,481 － － 72,481 

合計 72,481 － － 72,481 

自己株式        

普通株式（注） 407 5 － 412 

合計 407 5 － 412 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 72,481 － － 72,481 

合計 72,481 － － 72,481 

自己株式        

普通株式（注） 417 11 － 428 

合計 417 11 － 428 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当連結会計年度増加
株式数（千株） 

当連結会計年度減少
株式数（千株） 

当連結会計年度末株
式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 72,481 － － 72,481 

合計 72,481 － － 72,481 

自己株式        

普通株式（注） 407 10 － 417 

合計 407 10 － 417 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成18年９月30日現在） 

(1）現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成19年９月30日現在） 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 5,227百万円 

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
△20 

現金及び現金同等物 5,207 

現金及び預金勘定 3,924百万円 

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
△9 

現金及び現金同等物 3,914 

現金及び預金勘定     3,542百万円 

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
△6 

現金及び現金同等物 3,535 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引（借主側） 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

1,171 796 374 

工具器具備
品 

199 101 97 

その他 161 73 87 

合計 1,532 971 560 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

1,109 703 405

工具器具備
品 

163 87 76

その他 173 103 70

合計 1,446 894 552

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

1,203 806 397

工具器具備
品 

173 100 73

その他 173 88 85

合計 1,551 994 556

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内  219百万円 

１年超 360 

合計 579 

１年内  201百万円 

１年超 364 

合計 565 

１年内 217百万円 

１年超 355 

合計 572 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料   127百万円 

減価償却費相当額 120 

支払利息相当額 6 

支払リース料   123百万円 

減価償却費相当額 115 

支払利息相当額 5 

支払リース料 251百万円 

減価償却費相当額 235 

支払利息相当額 12 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同   左 

(5）利息相当額の算定方法 

     同   左 

２．オペレーティング・リース取引 

 重要なオペレーティング・リース取引は

ありません。 

２．オペレーティング・リース取引 

同   左 

２．オペレーティング・リース取引 

同   左 

 (減損損失について) 

    リース資産に配分された減損損失はあ   

  りません。  

 (減損損失について) 

         同      左 

 (減損損失について) 

同      左 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のあるものについて５百万円減損処理を行なっております。

２．時価のない主な有価証券の内容 

  

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 2,777 8,170 5,392 

(2)債券       

  国債・地方債等 65 64 △0 

  社債 － － － 

  その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 2,842 8,235 5,392 

  
前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 

  

550 

  



（当中間連結会計期間） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

  

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 2,774 6,880 4,105 

(2)債券       

  国債・地方債等 10 9 △0 

  社債 － － － 

  その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 2,784 6,890 4,105 

  
当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 

  

557 

  



（前連結会計年度） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて６百万円減損処理を行っております。 

２．時価のない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 （注） ヘッジ会計が適用されているため、記載を除いております。 

（当中間連結会計期間） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 （注） ヘッジ会計が適用されているため、記載を除いております。 

（前連結会計年度） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 （注） ヘッジ会計が適用されているため、記載を除いております。 

  

前連結会計年度（平成19年３月31日） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 2,772 7,897 5,124 

(2)債券 10 9 △0 

  国債・地方債等 － － － 

  社債 － － － 

  その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 2,782 7,907 5,124 

  
前連結会計年度（平成19年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 557 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

当社の事業区分は、事業の種類・性質の類似性等の観点からセグメンテーションしており、その内容は次の

とおりであります。 

２．各区分の主な製品及び内容 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間299百万円

であり、その主なものは当社の総務・経理部門等管理部門に係る費用であります。 

  
観光事
業 
(百万円) 

製造関
連事業 
(百万円) 

建設・
土木業 
(百万円)

卸売業 
(百万円)

不動産
事業 
(百万円)

その他
の事業 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去又
は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

売上高                   

(1)
外部顧客に対す

る売上高 
7,066 5,139 1,724 6,303 187 1,023 21,445 － 21,445 

(2)

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

2 13 － 321 58 117 513 (513) － 

計 7,068 5,152 1,724 6,625 245 1,141 21,958 (513) 21,445 

営業費用 5,610 4,898 2,433 6,566 203 1,131 20,844 (207) 20,636 

営業利益 1,458 254 △709 59 41 9 1,114 (306) 808 

観光事業 
「スパリゾートハワイアンズ」、「クレストヒルズゴルフ倶楽部」、「ホテルクレスト札幌」、

「山海館」 

製造関連事業 大型クラフト紙袋、段ボールケース、プラスチック緩衝材、鉄鋼、鋳物 

建設・土木業 ＰＣ事業 

プレストレスト・コンクリート工事の設計、施工 

プレストレスト・コンクリート製品、コンクリート二次製品の製造 

建設コンサルタント及び測量設計 

卸売業 石炭、石油類、その他商品 

不動産事業 不動産の売買、賃貸、仲介及び管理 

その他の事業 運輸、荷役 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

当社の事業区分は、事業の種類・性質の類似性等の観点からセグメンテーションしており、その内容は次の

とおりであります。 

２．各区分の主な製品及び内容 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間323百万円

であり、その主なものは当社の総務・経理部門等管理部門に係る費用であります。 

４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、法人税法改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額

の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却し、減価償却費に含め計上しております。この結果、従来の方法に比べ、当中間連結会計

期間の営業費用は、「観光事業」が26百万円、「製造関連事業」が14百万円、「建設・土木業」が７百万円

増加し、営業利益が同額減少しております。 

   なお、上記以外のセグメントに与える影響は軽微であります。 

５．当中間連結会計期間より、明瞭に表示するため、セグメントの順序を並び替えております。 

  
観光事
業 
(百万円) 

卸売業 
(百万円) 

製造関
連事業 
(百万円)

建設・
土木業 
(百万円)

不動産
事業 
(百万円)

その他
の事業 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去又
は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

売上高                   

(1)
外部顧客に対す

る売上高 
7,549 7,982 4,366 2,085 159 1,152 23,295 － 23,295 

(2)

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

1 425 13 － 60 73 574 (574) － 

計 7,550 8,407 4,380 2,085 220 1,225 23,870 (574) 23,295 

営業費用 5,892 8,308 4,152 2,249 188 1,208 21,999 (236) 21,763 

営業損益 1,658 99 227 △163 31 17 1,870 (338) 1,532 

観光事業 
「スパリゾートハワイアンズ」、「クレストヒルズゴルフ倶楽部」、「ホテルクレスト札幌」、

「山海館」 

卸売業 石炭、石油類、その他商品 

製造関連事業 大型クラフト紙袋、段ボールケース、プラスチック緩衝材、鉄鋼、鋳物 

建設・土木業 ＰＣ事業 

プレストレスト・コンクリート工事の設計、施工 

プレストレスト・コンクリート製品、コンクリート二次製品の製造 

建設コンサルタント及び測量設計 

不動産事業 不動産の売買、賃貸、仲介及び管理 

その他の事業 運輸、荷役 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

当社の事業区分は、事業の種類・性質の類似性等の観点からセグメンテーションしており、その内容は次の

とおりであります。 

２．各区分の主な製品及び内容 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当連結会計年度620百万円であ

り、その主なものは当社の総務・経理部門等管理部門に係る費用であります。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連

結子会社及び重要な在外支店はないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高は連結売上高の10％未満

のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  
観光事
業 
(百万円) 

製造関
連事業 
(百万円) 

建設・
土木業 
(百万円)

卸売業 
(百万円)

不動産
事業 
(百万円)

その他
の事業 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去又
は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

売上高                   

(1)
外部顧客に対す

る売上高 
12,769 10,390 4,766 16,745 366 2,267 47,306 － 47,306 

(2)

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

5 23 0 841 115 210 1,197 (1,197) － 

計 12,775 10,413 4,766 17,587 482 2,477 48,503 (1,197) 47,306 

営業費用 10,875 9,923 5,731 17,391 419 2,428 46,771 (564) 46,206 

営業利益 1,899 490 △964 195 62 49 1,732 (633) 1,099 

観光事業 
「スパリゾートハワイアンズ」、「クレストヒルズゴルフ倶楽部」、「ホテルクレスト札幌」、

「山海館」 

製造関連事業 大型クラフト紙袋、段ボールケース、プラスチック緩衝材、鉄鋼、鋳物 

建設・土木業 ＰＣ事業 

プレストレスト・コンクリート工事の設計、施工 

プレストレスト・コンクリート製品、コンクリート二次製品の製造 

建設コンサルタント及び測量設計 

卸売業 石炭、石油類、その他商品 

不動産事業 不動産の売買、賃貸、仲介及び管理 

その他の事業 運輸、荷役 



（１株当たり情報） 

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 ２．１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 214円06銭 

１株当たり中間純損失金額 2円06銭 

１株当たり純資産額 198円04銭 

１株当たり中間純利益金額  0円57銭 

１株当たり純資産額  206円37銭 

１株当たり当期純損失金額 8円37銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額につきましては、中間純損失を計上し

たため、また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額につきましては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額につきましては、当期純損失を計上し

たため、また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

純資産の合計額（百万円） 15,454 14,299 14,896 

純資産の部から控除する金額（百万円） 26 29 25 

（うち少数株主持分） (26) (29) (25) 

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額

（百万円） 
15,427 14,269 14,871 

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期

末（期末）の普通株式の数（千株） 
72,069 72,053 72,064 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

中間純利益又は中間（当期）純損失（△）（百

万円） 
△148 40 △603 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間純利益又は中間（当期）純

損失（△）（百万円） 
△148 40 △603 

期中平均株式数（千株） 72,072 72,059 72,069 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 当社の連結子会社である常磐興産ピーシー㈱は、平成16年10月15日、「プレストレストコンクリート（Ｐ

Ｃ）」を使用した橋梁建設工事について、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（以下「独占禁止

法」という。）第２条第６項に規定する不当な取引制限に該当し、独占禁止法第３条の規定に違反するとして、

公正取引委員会より独占禁止法第48条第２項の規定に基づき勧告を受けました。 

 これに対し、同社は公正取引委員会からの当該勧告内容を不服として同年10月19日に勧告不応諾書を提出し、

同年11月18日審判開始の決定がなされ、現在、審判中であります。 

 また、当社に対しましても、常磐興産ピーシー㈱を会社分割する前の、当社ＰＣ事業部門における「プレスト

レストコンクリート」を使用した橋梁建設工事の受注活動が、独占禁止法第２条第６項に規定する不当な取引制

限に該当し、独占禁止法第３条の規定に違反したとして、平成17年４月25日付にて、当社は公正取引委員会より

独占禁止法第48条の２第１項の規定に基づき、課徴金（100百万円）の納付命令を受けました。なお、当社ＰＣ

事業部門を常磐興産ピーシー㈱に会社分割する際に、潜在的債務を含め一切の債権債務関係を承継することとし

ております。 

 当社は公正取引委員会からの同課徴命令を不服として、同年５月13日に審判手続きの開始を請求し、同年６月

15日に審判開始の決定がなされ、現在、審判中であります。  

前中間連結会計期間 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

 （自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

  該当事項はありません。 １．事業資産譲渡について 

 連結子会社である常磐興産ピーシー㈱は、

建設業における経営環境の変化などにより、

既存の建設工事を完成したのち解散して通常

清算手続に入る決定（平成19年９月28日取締

役会決議）をし、平成19年11月16日に、下記

のとおり、いわき工場等の一部事業資産を譲

渡する契約を締結いたしました。 

(1) 名 称   常磐興産ピーシー㈱いわき

工場 

(2) 所在地   福島県いわき市 

(3) 譲渡価格  270百万円 

(4) 譲渡先   ㈱富士ピー・エス 

(5) 譲渡契約日 平成19年11月16日 

(6) 引渡予定日 平成20年１月31日 

 なお、当該資産の譲渡損失については、特

別損失の事業整理損失に含まれております。 

２．投資有価証券の売却について 

 当社は、事業整理により発生する損失に関

連して予算を見直した結果、平成19年９月28

日の取締役会決議において、投資有価証券の

一部売却による10億円程度の売却益計上を計

画し、平成19年10月９日より売却中でありま

す。 

  該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 
前事業年度の要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   3,227   1,388 2,374   

２．受取手形 ※６ 302   292 295   

３．売掛金   1,045   1,307 1,998   

４．有価証券 ※２ 54   9 9   

５．たな卸資産   167   557 105   

６．短期貸付金   1,710   4,060 2,210   

７．その他 ※４ 915   1,072 974   

８．貸倒引当金   △604   △1,029 △6   

流動資産合計     6,819 13.0 7,659 14.9   7,962 15.0

Ⅱ 固定資産           

１.有形固定資産 ※1,2         

(1) 建物   10,220   10,150 9,955   

(2) 構築物   3,228   3,259 3,379   

(3) 機械及び装置   379   369 391   

(4) 土地   162   0 0   

(5) 建設仮勘定   5   ― ―   

(6) その他   274   306 249   

計     14,270 27.1 14,086 27.4   13,975 26.4

２.無形固定資産     33 0.1 37 0.1   33 0.1

３.投資その他の資産           

(1）投資有価証券 
※ 
2,5 

8,492   7,220 8,217   

(2) 関係会社株式   22,052   21,686 21,686   

(3) 長期貸付金   2,195   2,191 2,552   

(4) 差入保証金   293   273 293   

(5) その他   581   422 432   

(6) 貸倒引当金   △2,203   △2,196 △2,197   

計     31,412 59.7 29,598 57.5   30,985 58.4

固定資産合計     45,716 86.9 43,723 85.0   44,994 84.9

Ⅲ 繰延資産     44 0.1 58 0.1   67 0.1

資産合計     52,581 100.0 51,440 100.0   53,024 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ※６  433   937 507   

２．買掛金   826   588 1,220   

３．短期借入金 ※２ 11,358   13,620 10,927   

４．1年以内償還予定の
社債 

  1,029   1,102 1,152   

５．未払法人税等   42   42 47   

６．賞与引当金   157   162 226   

７．その他 
※ 
4,5 

2,673   2,459 2,225   

流動負債合計     16,520 31.4 18,912 36.8   16,307 30.8

Ⅱ 固定負債           

１．社債   2,365   2,409 2,935   

２．長期借入金 ※２ 13,156   12,169 14,727   

３．預り保証金   1,846   1,483 1,618   

４．繰延税金負債   3,764   3,174 3,544   

５．退職給付引当金   25   41 33   

６．役員退職慰労引当
金 

  135   164 149   

７．債務保証損失引当
金 

  140   ― ―   

８. 環境対策引当金    12   12 12   

固定負債合計     21,445 40.8 19,454 37.8   23,021 43.4

負債合計     37,966 72.2 38,367 74.6   39,328 74.2

            

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     10,221 19.4   10,221 19.8   10,221 19.3 

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   1,616     496     1,616     

資本剰余金合計     1,616 3.1   496 1.0   1,616 3.0 

３．利益剰余金                     

(1）その他利益剰余
金 

                    

繰越利益剰余金   △130     5     △1,119     

利益剰余金合計     △130 △0.3   5 0.0   △1,119 △2.1 

４．自己株式     △62 △0.1   △65 △0.1   △63 △0.1 

株主資本合計     11,643 22.1   10,657 20.7   10,653 20.1 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金 

    3,153 6.0   2,417 4.7   3,044 5.7 

２．土地再評価差額金     △182 △0.3   △2 △0.0   △2 △0.0 

評価・換算差額等合
計 

    2,970 5.7   2,415 4.7   3,041 5.7 

純資産合計     14,614 27.8   13,072 25.4   13,695 25.8 

負債純資産合計     52,581 100.0   51,440 100.0   53,024 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     13,694 100.0 15,958 100.0   30,362 100.0 

Ⅱ 売上原価     11,224 82.0 13,196 82.7   26,425 87.0

売上総利益     2,469 18.0 2,761 17.3   3,936 13.0

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    1,291 9.4 1,380 8.6   2,493 8.2

営業利益     1,177 8.6 1,381 8.7   1,443 4.8

Ⅳ 営業外収益 ※１   145 1.0 164 1.0   200 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２   389 2.8 390 2.5   848 2.8

経常利益     934 6.8 1,154 7.2   796 2.6

Ⅵ 特別利益 ※３   18 0.1 3 0.0   91 0.3

Ⅶ 特別損失 ※４   1,018 7.4 1,026 6.4   2,044 6.7

税引前中間純利益
又は税引前中間
(当期)純損失(△) 

    △65 △0.5 131 0.8   △1,156 △3.8

法人税、住民税及
び事業税 

  136   125 △99   

法人税等調整額   △71 64 0.5 ― 125 0.8 △117 △216 △0.7

中間純利益又は中
間(当期)純損失
（△） 

    △130 △1.0 5 0.0   △939 △3.1

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月29日開催の定時株主総会において決議された損失処理項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
  合計 

資本準備金 
その他資
本剰余金

資本剰余金
合計  

利益準備金

その他  

利益剰余金 利益剰余金 
   合計  繰越利益 

  剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

10,221 1,754 0 1,754 45 △183 △138 △61 11,775 

中間会計期間中の変動額                  

資本準備金取崩額  (注）   △138   △138   138 138   － 

自己株式処分差益取崩額(注)     △0 △0   0 0   － 

利益準備金取崩額 (注)         △45 45 －   － 

中間純損失           △130 △130   △130 

自己株式の取得               △1 △1 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

                  

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ △138 △0 △138 △45 52 7 △1 △131 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

10,221 1,616 － 1,616 － △130 △130 △62 11,643 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

3,774 △182 3,591 15,367 

中間会計期間中の変動額        

資本準備金取崩額 (注)       － 

自己株式処分差益取崩額(注)       － 

利益準備金取崩額 (注)       － 

中間純損失       △130 

自己株式の取得       △1 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△620   △620 △620 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△620 － △620 △752 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

3,153 △182 2,970 14,614 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本 
合計 

資本準備金 
資本剰余金

合計  

その他  

利益剰余金 利益剰余金
   合計  繰越利益 

  剰余金 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

10,221 1,616 1,616 △1,119 △1,119 △63 10,653 

中間会計期間中の変動額              

資本準備金取崩額     △1,119 △1,119 1,119 1,119   － 

中間純利益       5 5   5 

自己株式の取得           △2 △2 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

              

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ △1,119 △1,119 1,125 1,125 △2 3 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

10,221 496 496 5 5 △65 10,657 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

3,044 △2 3,041 13,695 

中間会計期間中の変動額        

資本準備金取崩額       － 

中間純利益       5 

自己株式の取得       △2 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△626   △626 △626 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△626 － △626 △622 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

2,417 △2 2,415 13,072 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月29日開催の定時株主総会において決議された損失処理項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
  合計 

資本準備金 
その他資
本剰余金

資本剰余金
合計  

利益準備金

その他  

利益剰余金 利益剰余金 
   合計  繰越利益 

  剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

10,221 1,754 0 1,754 45 △183 △138 △61 11,775 

事業年度中の変動額                  

資本準備金取崩額  (注）   △138   △138   138 138   － 

自己株式処分差益取崩額(注)     △0 △0   0 0   － 

利益準備金取崩額 (注)         △45 45 －   － 

当期純損失           △939 △939   △939 

自己株式の取得               △1 △1 

土地再評価差額金取崩額            △180 △180   △180 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

                  

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ △138 △0 △138 △45 △936 △981 △1 △1,121 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

10,221 1,616 － 1,616 － △1,119 △1,119 △63 10,653 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

3,774 △182 3,591 15,367 

事業年度中の変動額        

資本準備金取崩額 (注)       － 

自己株式処分差益取崩額(注)       － 

利益準備金取崩額 (注)       － 

当期純損失       △939 

自己株式の取得       △1 

土地再評価差額金取崩額       △180 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

△730 180 △549 △549 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△730 180 △549 △1,671 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

3,044 △2 3,041 13,695 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

総平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

  同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

  同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額金は全部純資

産直入法により処理し、売却原価

は総平均法により算定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

   同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額金は全部資本直入法

により処理し、売却原価は総平均

法により算定) 

  時価のないもの 

総平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  商品・貯蔵品 

終仕入原価法 

売店商品・貯蔵品 

 同左 

商品・貯蔵品 

 同左 

    卸売商品 

個別法による原価法 

  (追加情報) 

  卸売商品の中間会計期間末在庫

が生じたことを機に、売店商品と

卸売商品に区分しております。 

 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 スパリゾートハワイアンズの施

設、ゴルフ事業資産は定額法を採

用しております。それ以外の有形

固定資産については定率法（ただ

し、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下の通

りであります。 

 建物   ９～65年 

  構築物  10～42年 

 機械装置 ７～18年 

(1）有形固定資産 

 スパリゾートハワイアンズの施

設、ゴルフ事業資産は定額法を採

用しております。それ以外の有形

固定資産については定率法（ただ

し、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下の通

りであります。 

 建物   ９～65年 

  構築物  10～42年 

 機械装置 ７～18年 

(1）有形固定資産 

 スパリゾートハワイアンズの施

設、ゴルフ事業資産は定額法を採

用しております。それ以外の有形

固定資産については定率法（ただ

し、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下の通り

であります。 

 建物   ９～65年 

  構築物  10～42年 

 機械装置 ７～18年 

    (会計方針の変更)  

  法人税法の改正に伴い、当中間

会計期間より、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しておりま

す。 

 なお、この変更による中間会計

期間の損益に与える影響は軽微で

あります。 

 

    (追加情報)  

  法人税法改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価

償却に含めて計上しております。

  これにより、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益がそれぞ

れ25百万円減少しております。 

 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法を採

用しております。 

(2）無形固定資産 

同   左 

(2）無形固定資産 

同   左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 貸倒損失に備えるため一般債権

については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同   左 

(1）貸倒引当金 

同   左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支払に備

えるため、支給見込額を計上して

おります。 

(2）賞与引当金 

同   左 

(2）賞与引当金 

同   左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上しております。 

 数理計算上の差異はその発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額

法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理する

こととしております。 

(3）退職給付引当金 

同   左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしております。  

  

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備え

るため内規に基づく要支給額を計

上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同   左 

(4）役員退職慰労引当金 

同   左 

  (5）債務保証損失引当金   

  関係会社への保証債務に対する

損失に備えるため、その財政状態

等を勘案し、損失負担見込額を計

上しております。 

(5）  ────── 

  

(5)   ────── 

  (6）環境対策引当金 

 「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の

適正な処理の推進に関する特別措

置法」によって処理することが義

務づけられているＰＣＢ廃棄物の

処理に備えるため、その処理費用

見込額を計上しております。 

(6）環境対策引当金 

同   左 

(6）環境対策引当金 

 同   左 

４．外貨建の資産又は、負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同   左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

        同   左 同   左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっておりま

す。ただし、特例処理の要件を満

たす金利スワップについては、特

例処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

 同   左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同   左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ①ヘッジ手段・・・金利スワッ

プ 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ①ヘッジ手段・・・同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ①ヘッジ手段・・・同左 

  ヘッジ対象・・・変動金利借

入金 

ヘッジ対象・・・同左    ヘッジ対象・・・同左 

   ②ヘッジ手段・・・為替予約  ②ヘッジ手段・・・同左  ②ヘッジ手段・・・同左 

  ヘッジ対象・・・外貨建仕入

債務 

ヘッジ対象・・・同左   ヘッジ対象・・・同左 

  (3）ヘッジ方針 

主に、当社の内規である「市場

リスク管理方針」に基づき、金利

変動リスク及び為替変動リスクを

ヘッジしております。 

(3）ヘッジ方針 

       同   左 

(3）ヘッジ方針 

同   左 

  (4）ヘッジ有効性の評価方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロ

ー変動の累計とヘッジ手段のキャ

ッシュ・フロー変動の累計を比較

し、その変動額の比率によって有

効性を評価しております。ただ

し、特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評価

を省略しております。 

(4）ヘッジ有効性の評価方法 

      同   左 

(4)ヘッジ有効性の評価方法 

同   左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。なお、控除対

象外消費税等は期間費用としてお

ります。 

(1) 消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同   左 

  (2) 連結納税制度の適用 

  連結納税制度を適用しておりま

す。 

(2) 連結納税制度の適用 

       同   左 

(2) 連結納税制度の適用 

      同   左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準) 

 当中間会計期間より「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」(企業会計基

準第5号 平成17年12月9日)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準適用指針第8号 平

成17年12月9日)を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は、

14,614百万円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

─────── (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準) 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」(企業会計基準第5

号 平成17年12月9日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第8号 平成17年

12月9日)を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は、13,695百万円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業

年度における貸借対照表の純資産の部につい

ては、改正後の財務諸表等規則により作成し

ております。 

─────── ─────── (繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い) 

 当事業年度より「繰延資産の会計処理に関

する当面の取扱い」(実務対応報告第19号 平

成18年８月11日を適用しております。この結

果、従来の方法によった場合と比べて、経常

利益は15百万円増加し、税引前当期純損失は

15百万円減少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産 ※１ 有形固定資産 ※１ 有形固定資産 

減価償却累計額 

    18,075 百万円 

減価償却累計額 

          18,016 百万円 

減価償却累計額 

               17,529百万円 

※２ 担保に供している資産 

(1)担保資産 

※２ 担保に供している資産 

(1)担保資産 

※２ 担保に供している資産 

(1)担保資産 

     建物      9,456 百万円(9,342百万円)      建物      9,353百万円(9,353百万円)    建物       9,209百万円(9,209百万円) 

   構築物     3,216     (3,216      )    構築物      3,178      (3,178      )    構築物      3,344      (3,344   ) 

   土地          162    有価証券         9      有価証券         9             

   有価証券      35       
   投資有価証券 3,762 

        計    16,304      (12,531     )

   投資有価証券  5,985 

     計     18,549     (12,554     ) 

     投資有価証券4,350 

      計     17,219       (12,558     ) 

          

       

           

      

 (2)担保付債務 

 短期借入金、1年以内に返済予定の長期借入

金及び長期借入金     

 (2)担保付債務 

 短期借入金、1年以内に返済予定の長期借入

金及び長期借入金     

(2)担保付債務 

 短期借入金、1年以内に返済予定の長期借入

金及び長期借入金  

            16,580 百万円(12,875百万円)              19,834百万円(16,370百万円)          20,158百万円(15,138百万円)

    物上保証    71       物上保証     54          物上保証     46      

      計   16,652     (12,875   )       計    19,888     (16,370    )      計     20,205      (15,138      )

 上記のうち( )内書は観光施設財団及び当

該債務を示しております。  

 上記のうち( )内書は観光施設財団並びに

当該債務を示しております。  

 上記のうち( )内書は観光施設財団並びに

当該債務を示しております。  

        

(3)短期借入金及び長期借入金1,062百万

円は未特定物件担保留保条項が付さ

れております。 

    

 ３ 偶発債務 

 保証債務 

 次の会社の銀行借入等に対する保証 

 ３ 偶発債務 

 保証債務 

 次の会社の銀行借入等に対する保証 

  ３ 偶発債務 

 保証債務 

 次の会社の銀行借入金等に対する保証 

    

常磐興産ピーシー㈱   1,468百万円 

㈱常磐製作所       922  

㈱常磐エンジニアリン

グ 
 217 

計       2,607 

    

    

    

    

㈱常磐製作所       1,040百万円 

計     1,040   

      

              

    

    

    

    

㈱常磐製作所     829百万円 

常磐興産ピーシー㈱    54 

計    884 

    

    

    

            

 ※４ 消費税等に関する表示 

  仮払消費税等及び仮受消費税等は両

建で、それぞれ次のとおり流動資産及

び流動負債の「その他」に含めて計上

しております。 

 ※４ 消費税等に関する表示 

  仮払消費税等及び仮受消費税等は両

建で、それぞれ次のとおり流動資産及

び流動負債の「その他」に含めて計上

しております。 

 ※４     ─────── 

  

 仮払消費税等    474百万円 

 仮受消費税等  685 

 仮払消費税等    605百万円 

 仮受消費税等  798 

  

 ※５ 投資有価証券のうち 1,106 百万円に

つきましては貸株に供しており、その

担保として受け入れた金額を流動負債

の「その他」に839百万円計上しており

ます。 

 ※５    ───────  ※５         ─────── 

 ※６ 中間会計期間末日満期手形の会計処

理につきましては、手形交換日をもっ

て決済処理しております。なお、当中

間会計期間の末日は金融機関の休日で

あったため、次の満期手形が中間会計

期間末日残高に含まれております。  

 ※６ 中間会計期間末日満期手形の会計処

理につきましては、手形交換日をもっ

て決済処理しております。なお、当中

間会計期間の末日は金融機関の休日で

あったため、次の満期手形が中間会計

期間末日残高に含まれております。  

 ※６ 当事業年度末日満期手形の会計処理

につきましては、手形交換日をもって

決済処理しております。なお、当事業

年度の末日は金融機関の休日であった

ため、次の満期手形が事業年度末の残

高に含まれております。   

   受取手形   38百万円 

   支払手形      78 

   受取手形     54百万円 

   支払手形       121  

    受取手形     55百万円 

       支払手形       113 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

 （自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

 受取利息            8百万円  受取利息           10百万円   受取利息               27百万円 

 受取配当金          124  受取配当金          148     受取配当                    141  

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

 支払利息           300百万円  支払利息           330百万円   支払利息           623百万円 

※３ 特別利益のうち主要なもの     ※３ 特別利益のうち主要なもの     ※３ 特別利益のうち主要なもの 

 工具器具備品売却益       5百万円  貸倒引当金戻入益         3百万円  固定資産売却益          35百万円 

 投資有価証券売却益       9           (建物売却益)         (26)    

      (工具器具備品売却益)      ( 9)  

     投資有価証券売却益        9  

     貸倒引当金戻入益             46      

 ※４ 特別損失のうち主要なもの  ※４ 特別損失のうち主要なもの  ※４ 特別損失のうち主要なもの 

 固定資産除却損        23百万円   固定資産除却損          1百万円  固定資産除却損       273百万円 

 (建物除却損)        ( 11)   (工具器具備品除却損)    ( 1)  (建物除却損)        (160) 

 (構築物除却損)       (  2)  貸倒引当金繰入額           1,025百万円  (構築物除却損)        ( 58) 

 (機械装置除却損)      (  5)    (機械装置除却損)       ( 17)   

  (工具器具備品除却損)    (  4)    (工具器具備品除却損)    ( 36)   

 関係会社株式評価損      280百万円     関係会社株式評価損     645百万円  

  貸倒引当金繰入額            558                             関係会社支援損            1,054   

 債務保証損失引当金繰入額   140                 環境対策引当金繰入額     12 

     システム移行関連費用         57     

                      

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

  有形固定資産の償却額     470百万円   有形固定資産の償却額      495百万円    有形固定資産の償却額     941百万円 

  無形固定資産の償却額     0   無形固定資産の償却額      0      無形固定資産の償却額    0   



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 (注) 407 5 － 412 

合計 407 5 － 412 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 (注) 417 11 － 428 

合計 417 11 － 428 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数
（千株） 

普通株式 (注) 407 10 － 417 

合計 407 10 － 417 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装置 660 509 151 

工具、器具及
び備品 

149 74 74 

その他 267 166 100 

合計 1,076 750 326 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装置 458 377 81

工具、器具及
び備品 

125 71 53

その他 260 208 52

合計 845 658 186

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及び装置 620 506 114

工具、器具及
び備品 

141 81 60

その他 264 187 76

合計 1,026 775 251

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

  （百万円）

１年内 151

１年超 191

合計 342

  （百万円）

１年内 111

１年超 85

合計 197

  （百万円）

１年内 134

１年超 129

合計 264

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

  （百万円）

支払リース料 85

減価償却費相当

額 

79

支払利息相当額 3

  （百万円）

支払リース料 75

減価償却費相当

額 

70

支払利息相当額 2

  （百万円）

支払リース料 162

減価償却費相当

額 

150

支払利息相当額 6

(4)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

(5)利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

(5)利息相当額の算定方法 

同    左 

(5)利息相当額の算定方法 

同    左 

 ２.オペレーティング・リース取引 

  重要なオペレーティング・リース取引は

ありません。 

 ２.オペレーティング・リース取引 

       同    左 

 ２.オペレーティング・リース取引 

       同    左 

   (減損損失について) 

  リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

   (減損損失について) 

           同    左     

 (減損損失について) 

       同    左     



（有価証券関係） 

  前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

（１株当たり情報） 

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  当中間会計期間及び前事業年度の記載は省略しております。 

２．１株当たり中間純利益金額及び中間(当期)純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 

 (自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

 (自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

 (自 平成18年４月１日 

   至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額    202円78銭

１株当たり中間純損失金額    1円81銭

    

１株当たり純資産額    181円43銭

１株当たり中間純利益金額   0円08銭

    

１株当たり純資産額    190円05銭

１株当たり当期純損失金額 13円03銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、中間純損失を計上したた

め、また、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、当期純損失を計上したた

め、また、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

  

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

純資産の合計額（百万円） 14,614 － － 

純資産の部から控除する金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額

（百万円） 
14,614 － － 

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期

末（期末）の普通株式の数（千株） 
72,069 － － 

  

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

中間純利益又は中間(当期)純損失(△)(百万円） △130 5 △939 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間純利益又は中間(当期)純損

失(△)（百万円） 
△130 5 △939 

期中平均株式数（千株） 72,072 72,059 72,069 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

 （自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

      該当事項はありません。 投資有価証券の売却について 

 当社は、事業整理により発生する損失に関

連して予算を見直した結果、平成19年９月28

日の取締役会決議において、投資有価証券の

一部売却による10億円程度の売却益計上を計

画し、平成19年10月９日より売却中でありま

す。 

該当事項はありません。      



(2）【その他】 

 当社は、連結子会社である常磐興産ピーシー㈱を会社分割する前の、当社ＰＣ事業部門における「プレストレ

ストコンクリート（ＰＣ）」を使用した橋梁建設工事の受注活動が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す

る法律（以下「独占禁止法」という。）第２条第６項に規定する不当な取引制限に該当し、独占禁止法第３条の

規定に違反したとして、平成17年４月25日付にて、当社は公正取引委員会より独占禁止法第48条の２第１項の規

定に基づき、課徴金（100百万円）の納付命令を受けました。なお、当社ＰＣ事業部門を常磐興産ピーシー㈱に

会社分割する際に、潜在的債務を含め一切の債権債務関係を承継することとしております。 

 当社は公正取引委員会からの同課徴命令を不服として、同年５月13日に審判手続きの開始を請求し、同年６月

15日に審判開始の決定がなされ、現在、審判中であります。  



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  （１）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第89期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月29日関東財務局長に提出。 

  （２）有価証券報告書の訂正報告書 

    平成19年９月４日関東財務局長に提出 

    事業年度（第89期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

   ます。 

  （３）臨時報告書 

    平成19年９月28日関東財務局長に提出 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える 

   事象）の規定に基づく臨時報告書であります。 

    平成19年11月16日関東財務局長に提出 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える 

   事象）の規定に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成１８年１２月２１日

常磐興産株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 大石  暁  印 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 内田 英仁  印 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 打越  隆  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている常磐

興産株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月

１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、常磐興産株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成１９年１２月２０日

常磐興産株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 大石  暁  印 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 出口 賢二  印 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 打越  隆  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている常磐興産株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、常磐興産株式会社及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成１８年１２月２１日

常磐興産株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 大石  暁  印 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 内田 英仁  印 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 打越  隆  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている常磐

興産株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８９期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月

１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、常磐興産株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月

１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成１９年１２月２０日

常磐興産株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 大石  暁  印 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 出口 賢二  印 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 打越  隆  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている常磐興産株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第９０期事業年度の中間会計期間（平成

１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、常磐興産株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年４月

１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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